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６．企業が使用し管理する緑地などの土地利用を評価する試み 

（発表者：株式会社竹中工務店 三輪隆（企業と生物多様性イニシアティブ）） 

企業と生物多様性イニシアティブ(JBIB)研究開発部会の目的 

企業と生物多様性イニシアティブ(JBIB)は、生

物多様性の保全と持続可能な利用を目指して積極

的に行動する企業の集まりであり、2008 年 4 月に

発足した。JBIB には２つの作業部会がある。一つ

は研究開発部会であり、もう一つはコミュニケーシ

ョン部会である。研究開発部会の目的は、国内外の

生物多様性保全活動に関する知識を強化したり、取

組みの成果を測定・評価するための手法や指標やガ

イドラインを開発することである。 

評価手法研究開発の背景とこれまでの経緯 

研究開発部会は、最近、事業所の土地利用

に関する生物多様性の観点からの簡便な評価

手法の開発に着手した。同時に、研究開発部

会は、企業活動がサプライチェーンの川上か

ら川下までのプロセスで生物多様性に与える

影響や関係性を把握する研究にも取組んでい

る。その結果、我々は、企業はその事業活動

において、原材料調達や遺伝子利用と並び、

工場や事務所などの土地利用において生態系

や生物多様性に重大なインパクトを与えうる

との認識に至った。それが、企業が管理する

緑地などの土地利用の評価について我々が研究する理由である。 
企業にとっては数値化できないものを管理することは難しいことから、企業の土地利用の適性度

を生物多様性の観点から評価する手法が求められている。そのような背景から、我々は本社や工場

などの事業所の土地利用や、特に企業が使用し管理する緑地に注目している。 
 

評価手法の概要 

我々は、樹種、緑地面積や透水性舗装の面積な

どを記入する土地利用状況の評価表を作成し、試

験運用を開始した。しかしながら、それぞれの事

業所は、都市や郊外など、生態学的に異なる条件

に立地しているため、土地利用状況の評価表のみ

で土地利用の適正度を説明することは困難であ

る。そこで、JBIB では社員参加型の簡便な生物

調査手法の開発にも着手している。 
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今後の展開の可能性と課題 

我々はそれらの手法を、第一に、土地利用における生態学的な配慮度を評価するために研究して

きた。しかし、それらは同時に、造園計画における環境計画のパラメーター（媒介変数）として利

用可能であるばかりでなく、社員参加で事業所の環境を調査・評価するのにも利用可能である。そ

して、最終的には、それらの取組みが企業の緑地の順応的な管理につながることが期待される。 
今後は、本評価手法の適用・検証実績の蓄積し、企業が求めている科学的に妥当な目標と手法の

確立することが課題である。また、現在は本評価手法の適用はＪＢＩＢ会員企業を対象としている

が、生物多様性保全への取組み手法として一層の機能発揮を目指すならば、市民や専門家や自治体

との協力による従業員参加の長期的なモニタリングへの展開や、多様な主体間で地域の生物多様性

の現状についての情報共有が必要である。 
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質疑応答 

質問.  

私はオランダで同じように企業緑地の生物多様

性の評価手法を研究している。企業緑地はその所

在する場所によって条件が様々に異なることから、

同じ項目で相互に比較するがとても困難だと感じ

ている。例えば、ご紹介いただいた評価手法のな

かでも、指標種をいくつか選定してその数の豊か

さで評価するようになっているが、所在する条件

によってはその指標が全く適合しない緑地も存在

すると思う。ご紹介頂いた評価手法では、このよ

うな課題をどのように考え、どのような対応され

ているのか教えて欲しい。 

回答． 

現在検討しているモニタリング調査表では、まず日本全体を数地域に分け、その各地域ごとに都

市版と郊外版を作成しようとしている。そのように、マクロな立地環境の違いを考慮して、地域の

特性になるべく適合した指標種を選定しようとしているが、個別の企業立地の異質性を普遍的なモ

ニタリング調査表に反映するのは不可能である。そこで、指標種の欄に空白を残しておき、個々の

企業立地に応じた固有の指標種設定が可能なようにカスタマイズできる余地を残そうと考えている。

なお、日本の地域区分ごとの標準的指標種設定に関しては、現在、大学や公的研究機関等の生態学

の専門家による監修を得て進めているところである。 

質問.  

企業が所有する敷地内に限りその生物多様性の度合い（土地利用の適正度）を評価するのでしょ

うか。その敷地の置かれた自然性のポテンシャルや敷地外との関係性などについてはどのように考

えているのか教えて欲しい。 

回答． 

土地利用・緑地管理状況評価表では、敷地外との関係性について、周辺緑地ネットワーク指数と

称する項目で、以下のような取り組みを行っているかどうかを評価する方向で検討している。 

・自治体等の地域の緑化計画を参照する 
・周辺の企業と連携し、緑化計画を連携して作成する 
・地域の植生図などを用いて、周辺の植生を調査する 
・GIS、リモートセンシング、航空写真等を利用し、周辺の植生を調査する 
・開発以前の過去の植生資料などを参照する 

 
 


